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第１ 計画策定の背景

地球温暖化は、大気中の温

室効果ガス濃度が高くなること

によって、地表面の温度が上

昇していることを言います。太

陽からのエネルギーは、赤外

線となって地表から放射され、

温室効果ガスに吸収されるもの

と大気の外に通過するものとが

あります。

なお、温室効果ガスが全くな

ければ、地球の平均気温はマ

イナス１９℃になるといわれてい

ます。

産業革命以降、化石燃料を

大量に燃やして使用することで、

大気中への二酸化炭素排出を

急増させてしまい、温室効果を

強くしてしまっています。

１１１１ 地球温暖化問題について地球温暖化問題について地球温暖化問題について地球温暖化問題について

（１）（１）（１）（１） 地球温暖化とは地球温暖化とは地球温暖化とは地球温暖化とは
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世界の年平均地上気温の経年変化（黒：英国気象庁による解析データ（HadCRUT4）、黄：米国海洋大

気庁国立気候データセンターによる解析データ（MLOST）、青：米国航空宇宙局ゴダード宇宙科学研

究所による解析データ（GISS））。偏差の基準は1961～1990年平均。

（２）（２）（２）（２） 世界世界世界世界のののの地上気温の経年変化地上気温の経年変化地上気温の経年変化地上気温の経年変化

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価報告書（第１作業部会報告書）

では、1880～2012年において、世界平均地上気温は0.85[0.650.85[0.650.85[0.650.85[0.65～～～～1.06]1.06]1.06]1.06]℃℃℃℃上昇上昇上昇上昇してお

り、最近30年の各10年間の世界平均地上気温は、1850年以降のどの10年間よりも高

温との報告が公表されています。 （平成25年９月26日IPCC第36回総会）
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出典：出典：出典：出典：IPCCIPCCIPCCIPCC第第第第5555次評価報告書（次評価報告書（次評価報告書（次評価報告書（第１作業部会報告書第１作業部会報告書第１作業部会報告書第１作業部会報告書））））2013201320132013



４２５ｐｐｍ４２５ｐｐｍ４２５ｐｐｍ４２５ｐｐｍ

温室効果ガス排出量と吸収量のバランス温室効果ガス排出量と吸収量のバランス温室効果ガス排出量と吸収量のバランス温室効果ガス排出量と吸収量のバランス

（約264億ｔ-CO
2

/年）

（約114億ｔ-CO
2

/年）

※※※※炭素トン（炭素の炭素トン（炭素の炭素トン（炭素の炭素トン（炭素の

量）量）量）量）をををを二酸化炭素量二酸化炭素量二酸化炭素量二酸化炭素量

に直すにはに直すにはに直すにはに直すには、、、、炭素量炭素量炭素量炭素量

にににに４４４４４４４４////１２を乗じ１２を乗じ１２を乗じ１２を乗じるるるる。。。。

地球全体をみますと、人為的に排出している炭素は72億トン、自然が吸収している

炭素は31億トンです。この差の41億トンが大気中の二酸化炭素濃度を上昇させてい

ます。現在の濃度は380ppmですが、私たちが相当な努力をしても425ppmまで上昇し、

平均気温は産業革命前より２度前後上昇してしまうと考えられます。

（３）（３）（３）（３） 温室効果ガス排出量と吸収量のバランス温室効果ガス排出量と吸収量のバランス温室効果ガス排出量と吸収量のバランス温室効果ガス排出量と吸収量のバランス
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２２２２ 国内外の主な動向国内外の主な動向国内外の主な動向国内外の主な動向

再生可能エネルギーの固定買取制度導入開始７2012（H24）

「気候変動枠組条約」の締約国間で2050年までの世界全体の温出効果

ガス削減目標を(≧△50％)共有 ※先進国：1990年比△80％目標

７

2008(H20）

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の開始４2006(H18)

温対法の改正※第20条の３ (特例市以上、実行計画策定が義務化)３

2013（H25) 国連気候変動枠組条約第19回締約国会議（COP19） において、2020年

までの日本の排出量を2005年度比で 3.8％削減する新目標を表明

11

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の公布101998(H10)

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の施行４1999(H11)

国連気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP３）において、「京都議

定書」※※※※を採択 （基準年＝（基準年＝（基準年＝（基準年＝1990199019901990年）年）年）年）

121997(H９)

「気候変動枠組条約」が発効３1994(H６)

「京都議定書」が発効２2005(H17)

「気候変動枠組条約」の採択５1992(H４)

「京都議定書目標達成計画」の制定４

項項項項 目目目目 （黒字＝国際的、（黒字＝国際的、（黒字＝国際的、（黒字＝国際的、青字＝国内青字＝国内青字＝国内青字＝国内））））月月月月年年年年

6

※※※※2008年から年から年から年から2012年までの期間中に温室効果ガス排出量を年までの期間中に温室効果ガス排出量を年までの期間中に温室効果ガス排出量を年までの期間中に温室効果ガス排出量を1990年に比べて５％削減（日本は６％削減を目標）。年に比べて５％削減（日本は６％削減を目標）。年に比べて５％削減（日本は６％削減を目標）。年に比べて５％削減（日本は６％削減を目標）。



【【【【参考参考参考参考】】】】

●●●●気候変動に関する政府間パネル（気候変動に関する政府間パネル（気候変動に関する政府間パネル（気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第５次評価報告書からＩＰＣＣ）第５次評価報告書からＩＰＣＣ）第５次評価報告書からＩＰＣＣ）第５次評価報告書から

（一部抜粋）（一部抜粋）（一部抜粋）（一部抜粋）

・・・・気候システムの温暖化については疑う余地がなく、1950年代以降に観測され

た変化の多くは、数十年から数千年にわたって前例がないものである。大気と

海洋は温暖化し、雪氷の量は減少し、海面水位が上昇し、温室効果ガス濃度

は増加している。

・大気中の二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）濃度は、

過去80万年間で前例のない水準まで増加している。CO2濃度は、化石燃料に

よる排出や正味の土地利用の変化により、工業化以前より40％増加した。

●国の動向●国の動向●国の動向●国の動向

1997年(H９)の「気候変動枠組条約第３回締約国会議」（COP３） において

「京都議定書」採択後、1998(H10)年に「地球温暖化対策の推進に関する法

律」を公布し、地球温暖化対策を推進してきました。

2013（H25)年11月にポーランドで開催された「気候変動枠組条約第19回締

約国会議」（COP19）において、2020年までの日本の排出量を2005年度比で

3.8％削減する新目標を表明しましたが、さらに2014年（H26）秋に見直しを行

うとしています。
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●●●●県の動向県の動向県の動向県の動向

長野県では、2013（平成25）年２月に、2020（平成32）年度までの８年間に取り

組む施策や目標を盛り込んだ「長野県環境エネルギー戦略～第三次長野県地

球温暖化防止県民計画～」を策定し、温室効果ガス総排出量等５つの指標を用

いて地球温暖化対策に取組んでいます。

・基本目標：・基本目標：・基本目標：・基本目標：「持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会をつくる」

・基準年度：・基準年度：・基準年度：・基準年度：1990（平成２）年度 15,311千ｔ- CO2

・・・・温室効果ガス総排出量温室効果ガス総排出量温室効果ガス総排出量温室効果ガス総排出量削減目標削減目標削減目標削減目標

短期短期短期短期：2020（平成32）年度 10％削減 ▲1,500 千ｔ- CO2

（排出量13,800 千ｔ- CO2）

中期中期中期中期：2030（平成42）年度 30％削減 ▲4,600 千ｔ- CO2

（排出量10,700 千ｔ- CO2）

長期長期長期長期：2050（平成62）年度 80％削減 ▲12,200 千ｔ- CO2

（排出量3,100 千ｔ- CO2）
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（１）（１）（１）（１） 長野市でも現れている温暖化の影響長野市でも現れている温暖化の影響長野市でも現れている温暖化の影響長野市でも現れている温暖化の影響

9
３３３３ 長野市の温暖化の現状長野市の温暖化の現状長野市の温暖化の現状長野市の温暖化の現状

100年間年間年間年間でででで1.4℃℃℃℃上昇上昇上昇上昇しています。しています。しています。しています。

長野市の平均気温の推移を示しています。（＝長野気象台統計データ）

1900年：年平均気温10.8℃

2000年：年平均気温12.2℃（最新2012年：12.1℃）
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0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010

t-CO2

製造業・建設業・鉱業(2次産業) 業務(3次産業)

農林水産業(1次産業) 家庭

運輸 廃棄物・排水

2,625,9092,625,9092,625,9092,625,909

2002(H14)2002(H14)2002(H14)2002(H14)★★★★

2,376,5432,376,5432,376,5432,376,543

2005(H17)2005(H17)2005(H17)2005(H17)

1,987,5091,987,5091,987,5091,987,5092,002,0652,002,0652,002,0652,002,065

2010201020102010年度年度年度年度(H22(H22(H22(H22））））1990(H2)1990(H2)1990(H2)1990(H2)

（２）（２）（２）（２） 長野市域の温室効果ガス排出量の推移長野市域の温室効果ガス排出量の推移長野市域の温室効果ガス排出量の推移長野市域の温室効果ガス排出量の推移

市域の温室効果ガスの排出量は、2002年度をピークに減少傾向にあり、最新値で

ある2010年度は、1990年度以降始めて200万トンを下回りました。
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100

2.9

25.4

21.0

2.4

30.2

18.2

割合

(％)

△16.4

△28.4

△7.6

△14.5

△11.5

△26.1

△9.1

対基準年度

増減率（％）

△20.457,08379,773廃棄物・排水

△1.1505,205547,041運輸

12.412.412.412.4416,397487,078家庭

△19.947,77154,004農林水産業(第1次産業)

24.024.024.024.0599,369810,702業務(第3次産業)

△28.5361,683397,944

製造業・建設業・鉱業

(第2次産業)

部 門

【基準年】

2005年度

（ｔ－CO2)

【最新値】

2010年度

（ｔ－CO2)

【参考】

対90年度

増減率(％)

温室効果ガス排出量合計 2,376,543 1,987,509 △0.7

（３）（３）（３）（３） 部門別温室効果ガス排出量部門別温室効果ガス排出量部門別温室効果ガス排出量部門別温室効果ガス排出量

2010年度の全体に占める各部門の排出量割合は、業務部門（事業所・ホテル・

病院・店舗など）が30.230.230.230.2％％％％と最も多く、続いて運輸部門（25.425.425.425.4％％％％）、家庭部門（21212121％％％％）と

続いています。

基準年度との比較では、全部門で減少し、全体で16.4％減少しましたが、対90年度

との比較では、業務部門と家庭部門が増加しています。

※四捨五入の関係で、合計数値が一致しません
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▽部門別排出量表▽部門別排出量表▽部門別排出量表▽部門別排出量表

【【【【表１表１表１表１】】】】



廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物

5%5%5%5%

灯油灯油灯油灯油

18%18%18%18%

電力電力電力電力

34%34%34%34%

自動車自動車自動車自動車

31%31%31%31%

ガスガスガスガス

12%12%12%12%

（４）（４）（４）（４） 家庭部門排出量と内訳家庭部門排出量と内訳家庭部門排出量と内訳家庭部門排出量と内訳
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【【【【図２図２図２図２】】】】

部門別排出量表 【【【【表１表１表１表１】】】】の家庭部門に、運輸部門のうちの自家用車分排出量と家

庭系一般廃棄物分排出量を加え、世帯当たりの排出量を算出すると、2010201020102010年度の年度の年度の年度の

世帯当たりの平均排出量は推計約世帯当たりの平均排出量は推計約世帯当たりの平均排出量は推計約世帯当たりの平均排出量は推計約4.244.244.244.24トントントントンとなります。

家庭部門に占める各エネルギーの割合は、電力が34％と全体の約３分の１以上を

占め、続いて自動車、灯油、ガス、廃棄物となっています。

▽▽▽▽ 〔〔〔〔 2010201020102010年度年度年度年度〕〕〕〕一世帯当たり一世帯当たり一世帯当たり一世帯当たりの年間平均の年間平均の年間平均の年間平均CO2CO2CO2CO2排出量排出量排出量排出量の内訳の内訳の内訳の内訳

約0.19

廃棄物

約4.24

計

約0.52

ガ ス

約0.77

灯 油

CO2（ｔ）

2010年度

約1.32約1.44

自動車電 力



▽一世帯当たり▽一世帯当たり▽一世帯当たり▽一世帯当たり年間平均年間平均年間平均年間平均CO2CO2CO2CO2排出量排出量排出量排出量からエネルギー消費量を換算からエネルギー消費量を換算からエネルギー消費量を換算からエネルギー消費量を換算

※自動車の年間消費量はガソリン換算

※世帯数 住民基本台帳から

143,037世帯（H17.4.11）、152,343世帯（H22.4.1）

※四捨五入の関係で合計が100%になりません

※消費量増減の「廃棄物」及び「計」は、t-CO2の対基準年度増減率
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4.5

（4.0）

31.1

（28.0）

12.3

（11.0）

18.2

（16.3）

34.0

（40.7）

割合

％

(△16.9)

（△7.5）

(△36.7)

△6.3

0.0

△25.4

4.64.64.64.6

(B)/(A)

％

消費量増減

4.24

注(4.72）

―5.10―計

約0.19―5.9約0.30―廃棄物

約1.32約567 ℓ27.5約1.40約605 ℓ自動車

約0.52約243㎥10.4約0.53約243㎥ガ ス

約0.77約308 ℓ20.2約1.03約413 ℓ灯 油

約1.44

（約1.92）

約4,234kwh36.1約1.84約4,048kwh電 力

t-CO2

年間消費量

換算（B）

割合

％

t-CO2

年間消費量

換算（A）

2010年度（平成22年度）2005年度（平成17年度）

種別

家庭のエネルギー消費に伴うCO2排出量は、合計では減少していますが、一世帯

当たりのエネルギー消費量では、電力の使用量が対基準年度4.6％増加しています。

【【【【表２表２表２表２】】】】

注：青字表示は、電力の排出係数を2005年度に固定した場合



第２ 計画計画計画計画の基本的事項の基本的事項の基本的事項の基本的事項

１１１１ 計画計画計画計画見直し見直し見直し見直しのののの背景・背景・背景・背景・目的目的目的目的

長野市では、平成16年2月に「長野市地域省エネルギービジョン」、平成17年2

月に「長野市地域新エネルギービジョン」を策定し、省エネルギー施策の推進と

再生可能エネルギーの積極的導入を進めてきました。

その後、平成21年12月に両ビジョンを統合し、 現計画の「長野市地球温暖化

対策地域推進計画」により、地球温暖化対策を推進しています。

● 計画策定から、４年余が経過していること。

● 「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次評価報告書」において、平

均気温の上昇等、地球温暖化がさらに進んでいることが指摘されていること。

● 京都議定書の第一約束期間が平成24年度末で終了し、流動的ではあるが、

国の新たな短期目標が「気候変動枠組条約第19回締約国会議」（COP19）に

おいて表明されたこと。

このような状況により、現計画の見直しを行い、新たな方針・施策と削減目標を

設定しました。
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第四次長野市総合計画後期基本計画（（（（H24H24H24H24～～～～H28H28H28H28））））

重点施策の一つに「省資源・資源循環の促進」（環境と共生するまちづくり）を位重点施策の一つに「省資源・資源循環の促進」（環境と共生するまちづくり）を位重点施策の一つに「省資源・資源循環の促進」（環境と共生するまちづくり）を位重点施策の一つに「省資源・資源循環の促進」（環境と共生するまちづくり）を位

置付け、市政全般にわたり庁内横断的に共通課題として取り組む。置付け、市政全般にわたり庁内横断的に共通課題として取り組む。置付け、市政全般にわたり庁内横断的に共通課題として取り組む。置付け、市政全般にわたり庁内横断的に共通課題として取り組む。

第二次長野市環境基本計画第二次長野市環境基本計画第二次長野市環境基本計画第二次長野市環境基本計画（（（（H24H24H24H24～～～～H28H28H28H28））））

環境行政のマスタープランで、この計画により本市の「望ましい環境像」環境行政のマスタープランで、この計画により本市の「望ましい環境像」環境行政のマスタープランで、この計画により本市の「望ましい環境像」環境行政のマスタープランで、この計画により本市の「望ましい環境像」

の実現を目指す。の実現を目指す。の実現を目指す。の実現を目指す。

２２２２ 計画の位置付け計画の位置付け計画の位置付け計画の位置付け

長野市地球温暖化対策地域推進計画長野市地球温暖化対策地域推進計画長野市地球温暖化対策地域推進計画長野市地球温暖化対策地域推進計画

2014201420142014年年年年(H26)(H26)(H26)(H26)～～～～2050205020502050年年年年(H62)(H62)(H62)(H62)

※※※※「温対法」第「温対法」第「温対法」第「温対法」第20202020条の３に基づく計画条の３に基づく計画条の３に基づく計画条の３に基づく計画

長

野

市

環

境

基

本

条

例

長

野

市

環

境

基

本

条

例

長

野

市

環

境

基

本

条

例

長

野

市

環

境

基

本

条

例
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３３３３ 計画期間計画期間計画期間計画期間

計画期間は、2014201420142014年度（平成年度（平成年度（平成年度（平成26262626年度）から年度）から年度）から年度）から2050205020502050年度（平成年度（平成年度（平成年度（平成62626262年度）まで年度）まで年度）まで年度）までとします。

※最終目標年度は、前計画及び国の目標年度と同じ

４４４４ 削減目標削減目標削減目標削減目標

計画の基準年及び目標年は、次のとおり設定します。

○○○○ 基準年基準年基準年基準年 2005200520052005年度（平成年度（平成年度（平成年度（平成17171717年度）年度）年度）年度）

※前計画及び国の基準年と同じ(＝238万トン)

○○○○ 目標年目標年目標年目標年 【【【【当面目標当面目標当面目標当面目標】】】】 2016201620162016年度（年度（年度（年度（H28H28H28H28）））） 基準年から△基準年から△基準年から△基準年から△15151515％％％％ ⇒（202万トン)

【【【【短期目標短期目標短期目標短期目標】】】】 2020202020202020年度（年度（年度（年度（H32H32H32H32）））） 基準年から△基準年から△基準年から△基準年から△20202020％％％％ ⇒（190万トン)

【【【【中期目標中期目標中期目標中期目標】】】】 2030203020302030年度（年度（年度（年度（H42H42H42H42）））） 基準年から△基準年から△基準年から△基準年から△30303030％％％％ ⇒（166万トン)

【【【【長期目標長期目標長期目標長期目標】】】】 2050205020502050年度（年度（年度（年度（H62H62H62H62）））） 基準年から△基準年から△基準年から△基準年から△60606060％％％％ ⇒ （95万トン)

【【【【削減根拠削減根拠削減根拠削減根拠】】】】

本計画の各施策による削減期待量及び1990年度から増加している業務部門

と家庭部門での年１％以上削減を前提とし、2016年度の当面目標を基準年から

15％削減、短期目標を同様に20％削減、中期目標を同様に30％削減としました。

また、推計ソフトの結果及び国・県の目標や前計画との継続性等を考慮し、長

期目標は変更せず、基準年から60％削減としました。

５５５５ 計画対象計画対象計画対象計画対象

○ 本計画の対象は、長野市全域とします。

○ 算定する温室効果ガス（ GHG ）は、二酸化炭素 (CO2)、メタン (CH4)、一酸化

二窒素（N2O）、フロン (HFC) の４種類を対象とします。
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△△△△11.511.511.511.5％％％％（推計）（推計）（推計）（推計）2,103,7162,103,7162,103,7162,103,7162016201620162016

（推計）（推計）（推計）（推計）1,988,0551,988,0551,988,0551,988,055

（推計）（推計）（推計）（推計）2,055,1632,055,1632,055,1632,055,163

（推計）（推計）（推計）（推計）2,101,4072,101,4072,101,4072,101,407

→→→→

（最新）（最新）（最新）（最新）1,987,5091,987,5091,987,5091,987,509

2,376,5432,376,5432,376,5432,376,543

2,002,0652,002,0652,002,0652,002,065

温室効果ガス（ｔ）温室効果ガス（ｔ）温室効果ガス（ｔ）温室効果ガス（ｔ）

△△△△16.316.316.316.3％％％％

△△△△13.513.513.513.5％％％％

△△△△11.611.611.611.6％％％％

△△△△16.416.416.416.4％％％％

【【【【基準年度基準年度基準年度基準年度】】】】

----

対対対対05050505年度年度年度年度

2020202020202020

→→→→

2010201020102010

1990199019901990

2005200520052005

2030203020302030

2050205020502050

年度年度年度年度

『『『『長野市温室効果ガス排出量推計ソフト長野市温室効果ガス排出量推計ソフト長野市温室効果ガス排出量推計ソフト長野市温室効果ガス排出量推計ソフト』※』※』※』※結果結果結果結果

18
■長野市域の温室効果ガスの排出量推計■長野市域の温室効果ガスの排出量推計■長野市域の温室効果ガスの排出量推計■長野市域の温室効果ガスの排出量推計

【【【【表３表３表３表３】※】※】※】※電力の排出係数は各年度毎の原単位で算出。電力の排出係数は各年度毎の原単位で算出。電力の排出係数は各年度毎の原単位で算出。電力の排出係数は各年度毎の原単位で算出。

● 2010年度の最新値では対基準年度△16.4％となりますが、過去５年間のデータを基に算出

する推計ソフトの算出結果では、各目標年度の削減率を下回る結果となります。

※※※※「推計ソフト」は、長野市統計書ほか「推計ソフト」は、長野市統計書ほか「推計ソフト」は、長野市統計書ほか「推計ソフト」は、長野市統計書ほか40404040種類の統計書種類の統計書種類の統計書種類の統計書

から、電力使用量、自動車登録台数等約から、電力使用量、自動車登録台数等約から、電力使用量、自動車登録台数等約から、電力使用量、自動車登録台数等約1,0001,0001,0001,000項目の項目の項目の項目の

データを入力して算出しています。データを入力して算出しています。データを入力して算出しています。データを入力して算出しています。

将来予測値 推計値

製造・建設・鉱業 業務 農林水産業 家庭 運輸 廃棄物・排水 合計 森林吸収(累計)製造・建設・鉱業

1990年 505897.7 483333.5 59666.84 370429.7 510987.5 71750.13 2002065 0 505897.7

1991年 492841.9 526824.9 62399.4 372826 493766.6 74367.5 2023026 134871 492841.9

1992年 518681.2 583207.4 61845.97 399030.3 518058.3 77338.95 2158162 118927 518681.2

1993年 502978.2 628410 61118.02 434702.4 548827.9 77330.83 2253367 142584.3 502978.2

1994年 581306.1 708753.7 62355.16 408644.3 559319.3 74316.79 2394695 115819.7 581306.1

1995年 584639.8 678864.6 58669.11 466021.2 588054 75000.47 2451249 122365.8 584639.8

1996年 628060.9 683796.9 62302.4 438354.1 597479.1 76522.61 2486516 137169.8 628060.9

1997年 582801.5 695510.4 60937.32 463672.8 564257.9 78357 2445537 161695.2 582801.5

1998年 532248.6 670523.8 61422.91 459524.6 556792.5 99000.38 2379513 120617.4 532248.6

1999年 540261.6 688931.9 61291.9 462493.3 573129.9 78044.34 2404153 115171.2 540261.6

2000年 498582.4 723926.7 59319.48 462102.8 558084 89217.01 2391232 124456.1 498582.4

2001年 483576.1 782528.6 57221.78 441932.5 579245.3 101928.9 2446433 105849.7 483576.1

2002年 506090.5 853824 60474.56 510208.9 559534.7 135776 2625909 117469.6 506090.5

2003年 412847.3 813826.6 56892.23 511851.9 543631.2 134295.7 2473345 102233.9 412847.3

2004年 375192.3 784792.5 53180.71 545933.2 530234.4 76319.35 2365653 134406.4 375192.3

2005年 397944.4 810702.4 54003.46 487077.9 547041.2 79773.48 2376543 116990.9 397944.4

2006年 420289.8 842351.7 59925.95 538015.2 516797.6 74851.89 2452232 65564.15 420289.8

2007年 457295.6 799648.5 55202.47 493151.1 521466.1 68731.17 2395495 15025.64 457295.6

2008年 381436.7 723237.4 46858.55 459780.4 501310.6 66722.69 2179346 91272.15 381436.7

2009年 409221.5 691618.3 43863.16 458063.6 504823.6 62630.77 2170221 192734.7 409221.5

2010年 361682.7 599369.3 47770.94 416397.2 505205.2 57083.28 1987509 650898.9 361682.7

2011年 388103.5 823717.7 60148.03 498687.7 493336.3 64062.25 2328056 98912.03 #N/A

2012年 315001.4 721883 57795.44 426553.5 506777.9 61659.73 2089671 26960.48 #N/A

2013年 300755.3 735935.8 59021.11 437793.7 505474.3 60720.11 2099700 132904.7 #N/A

2014年 288131.9 747042.1 60324.18 438878.5 506918.8 60601.88 2101897 127196.8 #N/A

2015年 277212.3 758167.1 61796.13 439520 508146.8 60500.44 2105343 129509.5 #N/A

2016年 269661.1 761424.2 62601.35 440193.7 509423.5 60411.93 2103716 136669.7 #N/A

2017年 262978.4 764849.9 63521.08 440627.5 509693.9 60333.26 2102004 143559.8 #N/A

2018年 256950.3 768454.4 64558.85 440859 510147.4 60262.75 2101233 140768 #N/A

2019年 251429.7 772239.7 65720.63 440901.1 510422.6 60198.85 2100913 144413.3 #N/A

2020年 246353.5 776194.5 67014.46 440773.3 510931 60140.54 2101407 148441.1 #N/A

2030年 186345.3 785806.1 64759.97 443844.9 514826.8 59579.81 2055163 161814.1 #N/A

2040年 151347.8 786821.8 63350.45 443620.9 515430.7 59234.64 2019806 153536.8 #N/A

2050年 145577.7 764276.7 61783.95 442597.6 514833.2 58985.69 1988055 158672.9 #N/A
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　　　：推計値　　　　：将来予測値

家庭

製造業・建設業・鉱業

(2次産業)

業務

(3次産業)

運輸
廃棄物・排水

凡

 

例

農林水産業 森林の吸収含む

　(1次産業)
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　　　：推計値　　　　：将来予測値

　　　：推計値　　　　 ：将来予測値 　　　：推計値　　　　：将来予測値

● ○

● ○ ● ○ ● ○

● ○
　　　：推計値　　　　：将来予測値● ○　　　：推計値　　　　 ：将来予測値

● ○

森林の吸収

　　　：推計値　　　　：将来予測
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【【【【参考参考参考参考】※】※】※】※電力の排出係数を電力の排出係数を電力の排出係数を電力の排出係数を2005200520052005年度に固定して算出。年度に固定して算出。年度に固定して算出。年度に固定して算出。

△△△△3.93.93.93.9％％％％（推計）（推計）（推計）（推計）2,284,5472,284,5472,284,5472,284,5472016201620162016

（推計）（推計）（推計）（推計）2,169,6112,169,6112,169,6112,169,611

（推計）（推計）（推計）（推計）2,236,8302,236,8302,236,8302,236,830

（推計）（推計）（推計）（推計）2,283,6462,283,6462,283,6462,283,646

→→→→

2,254,0072,254,0072,254,0072,254,007

…………
2,376,5432,376,5432,376,5432,376,543

…………

1,984,6131,984,6131,984,6131,984,613

温室効果ガス（ｔ）温室効果ガス（ｔ）温室効果ガス（ｔ）温室効果ガス（ｔ）

△△△△8.78.78.78.7％％％％

△△△△5.95.95.95.9％％％％

△△△△3.93.93.93.9％％％％

△△△△5.15.15.15.1％％％％

【【【【基準年度基準年度基準年度基準年度】】】】

----

対対対対05050505年度年度年度年度

2020202020202020

→→→→
…… ……

2010201020102010

1990199019901990

…………

2005200520052005

2030203020302030

2050205020502050

年度年度年度年度

● 温室効果ガス排出量は、電力排出係数の影響が大きく起因しているため、排出係数を2005

年度に固定して算出した場合は、表３で示すグラフ曲線の変動が小さくなり、 2010年度の最

新値では対基準年度△5.1％となることから、削減の取組が必要となります。

『『『『長野市温室効果ガス排出量推計ソフト長野市温室効果ガス排出量推計ソフト長野市温室効果ガス排出量推計ソフト長野市温室効果ガス排出量推計ソフト』』』』結果結果結果結果

将来予測値 推計値

製造・建設・鉱業 業務 農林水産業 家庭 運輸 廃棄物・排水 合計 森林吸収(累計)製造・建設・鉱業

1990年 498636.6 477708.2 59587.06 366280.5 510650.5 71750.13 1984613 0 498636.6

1991年 489699.4 524003.6 62358.99 370686.6 493615.7 74367.5 2014732 134871 489699.4

1992年 503783.7 568311.2 61641.67 388203.6 517339.2 77338.95 2116618 118927 503783.7

1993年 509422.7 635826.6 61216.09 439502.7 549143 77330.83 2272442 142584.3 509422.7

1994年 563294 687937.1 62078.09 397303.6 558508.3 74316.79 2343438 115819.7 563294

1995年 582424.5 676415.1 58637.07 464445.8 587956.2 75000.47 2444879 122365.8 582424.5

1996年 635851.2 691442 62421.46 442777.7 597774 76522.61 2506789 137169.8 635851.2

1997年 605044 718490.1 61311.04 478337.6 565170.3 78357 2506710 161695.2 605044

1998年 566444.8 705569.3 62066.9 482437.7 558236.4 99000.38 2473755 120617.4 566444.8

1999年 562107.4 712253.5 61738.87 478488.3 574040.9 78044.34 2466673 115171.2 562107.4

2000年 540976.7 775026.6 60289.63 491027.5 559794.1 89217.01 2516332 124456.1 540976.7

2001年 494367.2 797755.6 57509.86 449365.4 579707.2 101928.9 2480634 105849.7 494367.2

2002年 464170.5 792951.9 59197 478206 557641.5 135776 2487943 117469.6 464170.5

2003年 402370.1 796401.4 56528.08 502208.2 543101.5 134295.7 2434905 102233.9 402370.1

2004年 377077 788022.4 53247.52 547937.3 530333 76319.35 2372937 134406.4 377077

2005年 397944.4 810702.4 54003.46 487077.9 547041.2 79773.48 2376543 116990.9 397944.4

2006年 401893.7 811419.9 59152.34 520437.6 515899.6 74851.89 2383655 65564.15 401893.7

2007年 444874.1 781452.3 54743.52 482659 520920.1 68731.17 2353380 15025.64 444874.1

2008年 399766.7 754538 47540.29 478609.1 502221.6 66722.69 2249399 91272.15 399766.7

2009年 434168.5 728688.8 44612.74 480466.7 505947.2 62630.77 2256515 192734.7 434168.5

2010年 443998.8 704611.5 50951.39 488644.1 508718.3 57083.28 2254007 650898.9 443998.8

2011年 379205.6 806199.7 59631.42 488757.2 492837.5 64062.25 2290694 98912.03 #N/A

2012年 354805.6 810754.7 60429.71 478247.8 509264.6 61659.73 2275162 26960.48 #N/A

2013年 337100.6 828033.2 61775.38 488710.9 507954.5 60720.11 2284295 132904.7 #N/A

2014年 321412.2 841457.8 63183.2 489805.7 509393.4 60601.88 2285854 127196.8 #N/A

2015年 307810.3 854668 64761.52 490465.2 510616.3 60500.44 2288822 129509.5 #N/A

2016年 298353.8 859394.4 65667.85 491119.6 511888.6 60411.93 2286836 136669.7 #N/A

2017年 289934.2 864208.6 66693.27 491511.2 512154.7 60333.26 2284835 143559.8 #N/A

2018年 282295.5 869141.6 67842.12 491681.3 512604.5 60262.75 2283828 140768 #N/A

2019年 275263.7 874210 69121.19 491643.1 512876.1 60198.85 2283313 144413.3 #N/A

2020年 268757 879410.1 70539.39 491417.9 513381.2 60140.54 2283646 148441.1 #N/A

2030年 196701.4 900048.5 68870.31 494377.3 517252.5 59579.81 2236830 161814.1 #N/A

2040年 155082.4 907673.2 67921.91 493789.5 517840.3 59234.64 2201542 153536.8 #N/A

2050年 148993.5 885410.8 66611.73 492378.5 517230.8 58985.69 2169611 158672.9 #N/A
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● ○

森林の吸収
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5.2トン
8.0トン9.8トン

１人当たり温室効果ガス排出量(2010年) ※人口：2010年国勢調査人口参 考

長野市地球温暖化対策地域推長野市地球温暖化対策地域推長野市地球温暖化対策地域推長野市地球温暖化対策地域推

進計画進計画進計画進計画

2009200920092009年（年（年（年（H21.12H21.12H21.12H21.12）策定）策定）策定）策定

↓↓↓↓

2014201420142014年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ26.26.26.26.３）３）３）３）見直し見直し見直し見直し

・長野県環境エネル・長野県環境エネル・長野県環境エネル・長野県環境エネル

ギー戦略（第三次長ギー戦略（第三次長ギー戦略（第三次長ギー戦略（第三次長

野県地球温暖化防止野県地球温暖化防止野県地球温暖化防止野県地球温暖化防止

県民計画）県民計画）県民計画）県民計画）

・長野県地球温暖化・長野県地球温暖化・長野県地球温暖化・長野県地球温暖化

対策条例（Ｈ対策条例（Ｈ対策条例（Ｈ対策条例（Ｈ18181818））））

・省エネ法（Ｓ・省エネ法（Ｓ・省エネ法（Ｓ・省エネ法（Ｓ54545454））））

・地球温暖化対策推進法（Ｈ・地球温暖化対策推進法（Ｈ・地球温暖化対策推進法（Ｈ・地球温暖化対策推進法（Ｈ10101010））））

・地球温暖化対策のための税・地球温暖化対策のための税・地球温暖化対策のための税・地球温暖化対策のための税

（（（（2012201220122012年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ24242424））））10101010月導月導月導月導入入入入））））

・固定価格買取制度（・固定価格買取制度（・固定価格買取制度（・固定価格買取制度（2012201220122012年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ

24242424）７月施）７月施）７月施）７月施行行行行））））

計画根計画根計画根計画根

拠・取組拠・取組拠・取組拠・取組

等等等等

【【【【当面当面当面当面】】】】2016201620162016年度年度年度年度（（（（△△△△15151515％％％％））））

【【【【短期短期短期短期】】】】2020202020202020年度年度年度年度（（（（△△△△20202020％％％％））））

【【【【中期中期中期中期】】】】2030203020302030年度年度年度年度（（（（△△△△30303030％％％％））））

【【【【長期長期長期長期】】】】2050205020502050年度年度年度年度( ( ( ( △△△△60606060％％％％※※※※））））

【【【【短期短期短期短期】】】】2020202020202020年度年度年度年度

（（（（△△△△10101010％％％％））））

【【【【中期中期中期中期】】】】2030203020302030年度年度年度年度

（（（（△△△△30303030％％％％））））

【【【【長期長期長期長期】】】】2050205020502050年度年度年度年度

（（（（△△△△80808080％％％％））））

【【【【短期短期短期短期】】】】2020202020202020年度年度年度年度（（（（△△△△3.83.83.83.8％％％％））））

【【【【中期中期中期中期】】】】 －－－－

【【【【長期長期長期長期】】】】2050205020502050年度（△年度（△年度（△年度（△80808080％％％％※※※※））））

削減目削減目削減目削減目

標標標標

2005200520052005年度（Ｈ年度（Ｈ年度（Ｈ年度（Ｈ17171717））））1990199019901990年度（Ｈ２）年度（Ｈ２）年度（Ｈ２）年度（Ｈ２）2005200520052005年度（Ｈ年度（Ｈ年度（Ｈ年度（Ｈ17171717））））基 準 年基 準 年基 準 年基 準 年

2014201420142014年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ26.426.426.426.4））））2013201320132013年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ25.225.225.225.2））））2013201320132013年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ年（Ｈ25.1125.1125.1125.11）ＣＯＰ）ＣＯＰ）ＣＯＰ）ＣＯＰ19191919で表明で表明で表明で表明策 定策 定策 定策 定 年年年年

長野市長野市長野市長野市長野県長野県長野県長野県国国国国

20

※ 2050年度における削減目標は、世界全体で

1990年比50％削減、先進国で80％削減すると

いう国際的な合意に基づく数値目標です。

※ 2050年度( △60％）は、1990

年比では△50％になります。

本市では、１人当たりの排出量

が現段階で国や県と比較して少

ないこと等から、長期目標は当

面据え置くこととします。

【参考】温室効果ガス削減計画目標（一覧）



６６６６ 計画見直しの計画見直しの計画見直しの計画見直しのポイントポイントポイントポイント

（１）（１）（１）（１） 市民、事業者、行政の役割の明確化市民、事業者、行政の役割の明確化市民、事業者、行政の役割の明確化市民、事業者、行政の役割の明確化

各施策に事業の指標を設け、実施主体（市民、事業者、行政）それぞれの

役割を明確化します。

（２）（２）（２）（２） 計画目標の明確化計画目標の明確化計画目標の明確化計画目標の明確化

計画目標は、国の目標等も考慮し、短期・中期・長期それぞれの視点に立

ち、目標値を設定する中で、施策の取組時期を明確化します。

（３）（３）（３）（３） 計画の適応性の向上計画の適応性の向上計画の適応性の向上計画の適応性の向上

本計画は、毎年進捗状況を評価するシステムとなっており、内容について

も社会情勢に合わせた柔軟な見直しが求められることから、アンケートや出

前講座を随時開催し、計画の周知に合わせ多くの市民意見を取り入れる仕組

みを構築する中で、毎年見直すこととします。

（４）（４）（４）（４） 周知方法に係る工夫周知方法に係る工夫周知方法に係る工夫周知方法に係る工夫

温室効果ガス排出量については、現在、確定値として３年前のものを公表

していますが、毎年行う本計画の進捗評価に的確に反映することができない

ほか、市民・事業者に周知していくうえでも現実感に欠け、支障をきたして

いることから、確定値とは別に、速報値として前年度の排出量を翌年の早い

時期に各事業の進捗状況等を含めて、毎年公表していくこととします。

21

■施策への反映ポイント！■施策への反映ポイント！■施策への反映ポイント！■施策への反映ポイント！

●対90年度から増加している業務部門と家庭部門の削減に努める。※【表１】参照

●各家庭の平均排出量の約2/3を占める電力と自動車燃料に係る消費量の削減に努める。※【図２、表２】参照



１１１１ 2050205020502050年長野市の目指す姿年長野市の目指す姿年長野市の目指す姿年長野市の目指す姿

家庭ではヘムス（HＥＭＳ
※

）の導入が進み、太陽光発電や燃料

電池、ペレットストーブ、エコカー、トップランナー機器を導入した家が普及し、化石燃

料に頼らない、災害にも強い次世代住宅で生活しています。

第３第３第３第３ 削減目標を実現するための方針・施策削減目標を実現するための方針・施策削減目標を実現するための方針・施策削減目標を実現するための方針・施策

22

※※※※HEMSHEMSHEMSHEMSとはHome Energy Management Systemの略で、家庭のエネルギー管理システムのことを指す。家庭の機器・設備等の運転管理によっ

てエネルギー消費量の削減を図るためのシステムのこと。

【家庭の姿】



出典：経済危機対策主な施策のポイント（内閣府）

公共施設や事業所では、ベムス（ＢＥＭＳ
※

）の導入が進み、建築物・設備の省エネ

性能の向上や自然エネルギーの活用により、建築物のエネルギー起源二酸化炭素

排出量ゼロを目指す、ゼロ・エミッション・ビルで事業活動が行われています。

【事業所の姿】

※※※※BEMSBEMSBEMSBEMSとはBuilding Energy Management Systemの略で、ビル管理システムのことを指す。ビルの機器・設備等の運転管理によってエネ

ルギー消費量の削減を図るためのシステムのこと。

23



外を歩いてみると、自転車を利用する人や公共交通機関を利用する人を多く

見かけることができます。まちを走る車の数は減り、二酸化炭素を排出しない燃

料電池車などに変わっています。

【まちの姿】

24
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２２２２ 方針・施策方針・施策方針・施策方針・施策

削減目標に向け、再生可能エネルギーの有効活用や省エネルギーの推進を図

るため、5つの方針を掲げ、31施策51事業により推進していきます。

【【【【方針方針方針方針1111 】】】】

再生可能エ再生可能エ再生可能エ再生可能エ

ネルギーのネルギーのネルギーのネルギーの

有効活用有効活用有効活用有効活用

【【【【方針２方針２方針２方針２】】】】

省エネル省エネル省エネル省エネルギギギギ

ーの推進ーの推進ーの推進ーの推進

【【【【方針方針方針方針3333 】】】】

歩きやす歩きやす歩きやす歩きやすいいいい

・暮らしや・暮らしや・暮らしや・暮らしや

すい環境のすい環境のすい環境のすい環境の

整備整備整備整備

【【【【方針方針方針方針4444 】】】】

緑化の推進緑化の推進緑化の推進緑化の推進

と熱環境のと熱環境のと熱環境のと熱環境の

改善改善改善改善

【【【【方針方針方針方針5555 】】】】

環境教育環境教育環境教育環境教育・・・・

学習の推進学習の推進学習の推進学習の推進

削減目標に向けた取組削減目標に向けた取組削減目標に向けた取組削減目標に向けた取組【【【【 5555方針方針方針方針33331111施策施策施策施策51515151事業事業事業事業】】】】

６施策６施策６施策６施策

８事業８事業８事業８事業

11111111施策施策施策施策

13131313事業事業事業事業

６施策６施策６施策６施策

９事業９事業９事業９事業

５施策５施策５施策５施策

10101010事業事業事業事業

３施策３施策３施策３施策

11111111事業事業事業事業



多様なエネルギーの組み合わせ利用の検討1・6

太陽熱利用システムの導入、普及促進1・5

バイオマスエネルギー利活用推進（木質バイオマス以外）1・4

木質バイオマスエネルギーの利活用推進木質バイオマスエネルギーの利活用推進木質バイオマスエネルギーの利活用推進木質バイオマスエネルギーの利活用推進1111・・・・3333

小水力発電の導入、普及促進1・2

太陽光発電システムの導入、普及促進太陽光発電システムの導入、普及促進太陽光発電システムの導入、普及促進太陽光発電システムの導入、普及促進1111・・・・1111

自然エネルギーや自然エネルギーや自然エネルギーや自然エネルギーや

革新的なエネル革新的なエネル革新的なエネル革新的なエネルギギギギ

ーーーー高度利用技術高度利用技術高度利用技術高度利用技術のののの

活用活用活用活用

方針方針方針方針1111：再生可能エネルギーの有効活用：再生可能エネルギーの有効活用：再生可能エネルギーの有効活用：再生可能エネルギーの有効活用
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※※※※太字＝太字＝太字＝太字＝リーディングプロジェクトリーディングプロジェクトリーディングプロジェクトリーディングプロジェクト



機能集約型のまちづくり推進2・11

分散型電源と燃料電池の普及2・10

エネルギーの面的利用促進2・9

環境負荷の少ない公共交通の構築2・8

エコカーの普及促進エコカーの普及促進エコカーの普及促進エコカーの普及促進2222・・・・7777

地産地消・旬産旬消の推進2・6

ＥＳＣＯ事業の導入検討2・5

運用管理の省エネ促進（運用管理の省エネ促進（運用管理の省エネ促進（運用管理の省エネ促進（HEMSHEMSHEMSHEMS、、、、BEMSBEMSBEMSBEMSの普及、計測器の普及、計測器の普及、計測器の普及、計測器

等の普及等の普及等の普及等の普及))))

2222・・・・4444

省エネ機器・設備の導入、普及促進省エネ機器・設備の導入、普及促進省エネ機器・設備の導入、普及促進省エネ機器・設備の導入、普及促進2222・・・・3333

新築建築物の省エネ化の推進2・2
・エネルギー利用の効・エネルギー利用の効・エネルギー利用の効・エネルギー利用の効

率化率化率化率化

既存建築物（住宅・ビル等）の省エネ改修の促進2-1

・エネルギー消・エネルギー消・エネルギー消・エネルギー消費の費の費の費の

抑制抑制抑制抑制

方針方針方針方針2222：省エネルギーの推進：省エネルギーの推進：省エネルギーの推進：省エネルギーの推進
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駅を拠点とした集約型のまちづくり3・6

歩きやすい環境づくり3・5

利用しやすい公共交通システムの導入利用しやすい公共交通システムの導入利用しやすい公共交通システムの導入利用しやすい公共交通システムの導入3333・・・・4444

通勤手段の改善3・3

・自転車の利用促・自転車の利用促・自転車の利用促・自転車の利用促

進進進進

自転車利用の推進自転車利用の推進自転車利用の推進自転車利用の推進3333・・・・2222

パーク＆ライドの推進3・1

・公共交通の利便・公共交通の利便・公共交通の利便・公共交通の利便

性向上性向上性向上性向上

方針方針方針方針3333：歩きやすい・暮らしやすい環境の整備：歩きやすい・暮らしやすい環境の整備：歩きやすい・暮らしやすい環境の整備：歩きやすい・暮らしやすい環境の整備
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ヒートアイランド現象の抑制（散水、水辺・風の道の整備等）4・5

林産物の利用拡大促進林産物の利用拡大促進林産物の利用拡大促進林産物の利用拡大促進4444・・・・4444

都市部を中心とした緑化の推進4・3

市民参加の森林づくり推進4・2
・都市部を中心とし・都市部を中心とし・都市部を中心とし・都市部を中心とし

た緑化推進た緑化推進た緑化推進た緑化推進

（行政による）森林整備の推進4・1

・計画的な森林整・計画的な森林整・計画的な森林整・計画的な森林整

備備備備

方針方針方針方針4444：緑化の推進と熱環境の改善：緑化の推進と熱環境の改善：緑化の推進と熱環境の改善：緑化の推進と熱環境の改善

環境教育・学習の推進環境教育・学習の推進環境教育・学習の推進環境教育・学習の推進5555・・・・3333

事業所における地球温暖化防止行動の推進(普及啓発活

動）

5・2
・幅広い世代への・幅広い世代への・幅広い世代への・幅広い世代への

環環環環 境教育・学習の境教育・学習の境教育・学習の境教育・学習の

普及普及普及普及

省エネ行動の推進省エネ行動の推進省エネ行動の推進省エネ行動の推進5555・・・・1111

・省エネ行動の普・省エネ行動の普・省エネ行動の普・省エネ行動の普

及及及及

方針方針方針方針5555：環境教育・学習の推進：環境教育・学習の推進：環境教育・学習の推進：環境教育・学習の推進
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第４ 計画計画計画計画の推進体制の推進体制の推進体制の推進体制

30

計画の推進体制は、「実施体制図」のとおりです。

実施主体は、市民（団体）・事業者・行政です。計画に掲げた施策をそれぞれ

が連携し、各事業に取り組んでいきます。

進捗状況管理・評価を行うため、長野市環境審議会に地球温暖化対策専門部

会を設け、計画評価会を毎年開催し、PDCA サイクルにより計画の進行管理を行

います。

評価結果は、各実施主体が自らの活動に反映できるよう、啓発活動等を通じて

周知に努めます。

また、本市の温室効果ガス排出量の推移、国内のエネルギー情勢や環境に関

する技術開発の動向等が大きく変化した場合等は、削減目標も含めた計画の見

直しを実施していくものとします。



計画推進組織計画推進組織計画推進組織計画推進組織

長野市地球温暖化防止活動推進センター長野市地球温暖化防止活動推進センター長野市地球温暖化防止活動推進センター長野市地球温暖化防止活動推進センター

（温暖化対策啓発及び活動団体支援）

長野市環境調和都市推進委員会長野市環境調和都市推進委員会長野市環境調和都市推進委員会長野市環境調和都市推進委員会

（長野市役所庁内地球温暖化対策

プロジェクトチーム）

・各種プロジェクトの推進・各種プロジェクトの推進・各種プロジェクトの推進・各種プロジェクトの推進

・組織の役割に応じた計画推進・組織の役割に応じた計画推進・組織の役割に応じた計画推進・組織の役割に応じた計画推進

((((計画評価会計画評価会計画評価会計画評価会))))

地球温暖化対地球温暖化対地球温暖化対地球温暖化対

策策策策専門部会専門部会専門部会専門部会

（技術者・学識経験者・

市民団体・事業者・行

政で構成）

地球温暖化対策地域協議会地球温暖化対策地域協議会地球温暖化対策地域協議会地球温暖化対策地域協議会

（地域の温暖化対策企画・普及）

※※※※必要に応じて設置必要に応じて設置必要に応じて設置必要に応じて設置

ながの環境パートナーシップ会議ながの環境パートナーシップ会議ながの環境パートナーシップ会議ながの環境パートナーシップ会議

（環境行動計画の推進）

【【【【計画（施策）実施主体計画（施策）実施主体計画（施策）実施主体計画（施策）実施主体】】】】

市民（団体）・事業者・行政市民（団体）・事業者・行政市民（団体）・事業者・行政市民（団体）・事業者・行政

事業の成果等

の報告

評価結果の報告

事業の実施状況/計

画進捗状況の評価

計画評価主体計画評価主体計画評価主体計画評価主体

環境審議会環境審議会環境審議会環境審議会

【【【【実施体制図実施体制図実施体制図実施体制図】】】】
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【【【【行政行政行政行政】】】】ＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮＰＬＡＮ 計画計画計画計画

ＤＯＤＯＤＯＤＯ 実施実施実施実施

ＣＨＥＣＫＣＨＥＣＫＣＨＥＣＫＣＨＥＣＫ 評価評価評価評価【【【【行政行政行政行政】】】】ＡＣＴＡＣＴＡＣＴＡＣＴ 見直し見直し見直し見直し

意見・提案意見・提案意見・提案意見・提案計画の推進計画の推進計画の推進計画の推進


